２　平成19年度 府税の概要
	税目
	課税標準
	税率
	賦課期日
	納期

	府民税
	１ 個人

(1) 府内に住所を有する個人

均等割

所得割

(2) 府内に事務所、事業所又は家屋敷を有する個人でその事務所等を有する市町村内に住所を有しないもの

均等割
	１ 個人

均等割　　　1,000円

　 所得割　　　　 　４％

	平成19年

１月１日

	１ 個人

市町村民税の納期と同じ（賦課徴収は市町村民税の賦課徴収と併せて行う。）



	
	２ 法人

(1) 府内に事務所又は事業所を有する法人又は人格のない社団等で収益事業を営むもの

均等割

法人税割

(2) 府内に寮等を有する法人で府内に事務所又は事業所を有しないもの

均等割

(3) 府内に事務所、事業所又は寮等を有する人格のない社団等で収益事業を営まないもの

均等割


	２ 法人

均等割

(1) 資本金等の額（保険業法に規定する相互会社にあっては純資産額）が50億円を超える法人（公共法人、公益法人等で均等割のみ課されるものを除く。）

1,600,000円

(2) 資本金等の額が10億円を超え50億円以下である法人

1,080,000円

(3) 資本金等の額が１億円を超え10億円以下である法人

260,000円

(4) 資本金等の額が1,000万円を超え１億円以下である法人

75,000円

(5) 資本金等の額が1,000万円以下である法人等


20,000円

資本金等の額とは、法人税法第2条第16号に規定する額をいいます。なお、保険業法に規定する相互会社の均等割は、資本金等の額の代わりに純資産額で区分します。
法人税割　　　法人税額の６％

資本金の額又は出資金の額が１億円以下の法人又は資本・出資がない法人であって、かつ、所得に対する法人税額が年2,000万円以下の法人については、５％
	
	２ 法人

(1) 事業年度又は計算期間終了後２月以内

ただし､決算未確定の場合は３月以内

(2) 事業年度又は計算期間が６月を超える場合は事業年度又は計算期間開始後６月を経過した日から２月以内（中間申告納付）

(3) 清算所得については残余財産が確定した日から１月以内（残余財産の最後の分配が行われるときは、その行われる日の前日まで）

	
	３ 利子等に係る府民税

支払を受けるべき利子等の額
	３ 利子等に係る府民税

5％
	
	３ 利子等に係る府民税

前月分を毎月10日まで

	
	４ 特定配当等に係る府民税

支払を受けるべき特定配当等の額
	４ 特定配当等に係る府民税
5％

（平成16.1.1から平成21.3.31までの間は、3％）
	
	４ 特定配当等に係る府民税

前月分を毎月10日まで

	
	５ 特定株式等譲渡所得金額に係る府民税

支払を受けるべき特定株式等譲渡所得金額
	５ 特定株式等譲渡所得金額に係る府民税



5％

（平成16.1.1から平成20.12.31までの間は、3％）
	
	５ 特定株式等譲渡所得金額に係る府民税

前年分を1月10日まで

	事業税


	１ 個人

(1) 平成18年中における個人の事業所得

(2) 平成19年中に廃業の場合は(1)の所得及び平成19.1.1から廃業の日までの個人の事業所得

(備考)事業の所得の計算上事業主控除290万円その他を控除する。
	１ 個人

(1) 第１種事業
所得の5％

(2) 第２種事業
所得の4％

(3) 第３種事業
所得の5％

(4) 第３種事業のうちあんま等医業に類する事業又は装蹄師業


　　　　　　　　　　　　　　所得の3％
	
	１ 個人

第１期分

８月１日～８月31日

第２期分

11月１日～11月30日

（ただし、税額が1万円以下であるものについては、第1期分の納期に全額を納める。）

	
	２ 法人

(1) 普通法人

ア 外形標準課税適用法人（資本金等の額が1億円超の法人。公益法人等、特別法人、人格のない社団等、投資法人及び特定目的会社を除く。）

(ア) 付加価値割

付加価値額

(イ) 資本割

資本金等の額

(ウ) 所得割
各事業年度の所得及び清算所得

イ　ア以外

各事業年度の所得及び清算所得

 (2) 特別法人

協同組合、信用金庫、医療法人など

各事業年度の所得及び清算所得

(3) 収入金課税法人

電気、ガス供給業、保険事業を行う法人
収入金額


	２ 法人

(1) 外形標準課税適用法人

ア 付加価値割

付加価値額の

0.504％

イ 資本割

資本金等の額の

0.21％

ウ 所得割

各事業年度の所得のうち年400万円以下の金額の

3.99％

各事業年度の所得のうち年400万円を超え年800万円以下の金額の
5.775％
各事業年度の所得のうち年800万円を超える金額の

7.56％

３以上の道府県において事務所又は事業所を設けて事業を行う法人
7.56％

(2) 資本金の額又は出資金の額が1000万円以上であって、３以上の都道府県に事務所、事業所を有する法人
ア 普通法人

(ア)　 (イ)及び(ウ)の法人以外

各事業年度の所得の
10.08％
(イ) 中小創業法人

各事業年度の所得の
5.04％
(ウ) 特定業種中小創業法人

各事業年度の所得の
1.008％
イ 特別法人

各事業年度の所得の
6.93％
(3) 電気供給業、ガス供給業、生命保険事業又は損害保険事業を行う法人

ア　 イ及びウの法人以外

収入金額の

1.365％

イ 中小創業法人

収入金額の

0.6825％

ウ 特定業種中小創業法人

収入金額の

0.1365％

 (4) その他の法人

ア 普通法人

(ア)　 (イ)及び(ウ)の法人以外

各事業年度の所得のうち年400万円以下の金額の


5.25％

各事業年度の所得のうち年400万円を超え年800万円以下の金額の
7.665％

各事業年度の所得のうち年800万円を超える金額の

10.08％

(イ) 中小創業法人

各事業年度の所得のうち年400万円以下の金額の

2.625％

各事業年度の所得のうち年400万円を超え年800万円以下の金額の
3.8325％

各事業年度の所得のうち年800万円を超える金額の

5.04％

(ウ) 特定業種中小創業法人

各事業年度の所得のうち年400万円以下の金額の


0.525％
各事業年度の所得のうち年400万円を超え年800万円以下の金額の
0.7665％

各事業年度の所得のうち年800万円を超える金額の

1.008％

イ 特別法人

各事業年度の所得のうち年400万円以下の金額の


5.25％

各事業年度の所得のうち年400万円を超える金額の　　　　　　　　　　　　　　6.93％


資本金の額又は出資金の額が１億円以下(特別法人、公益法人、人格のない社団などは１億円以下として取り扱う)で、かつ、所得が年5,000万円以下の所得課税法人と資本金の額又は出資金の額が１億円以下で、かつ、収入金額が年４億円以下の収入金額課税法人については、上記の税率に100/105を乗じて得た率
	
	２ 法人

(1) 事業年度又は計算期間終了後２月以内ただし､決算未確定の場合は３月以内
(2) 事業年度又は計算期間が６月を超える場合は事業年度又は計算期間開始後６月を経過した日から２月以内（中間申告納付）

(3) 清算所得については残余財産が確定した日から１月以内（残余財産の最後の分配が行われるときは、その行われる日の前日まで）



	地方消費税
	消費税額
	25％
	
	1個人　３月３１日

2法人　事業年度終了後２月以内



	不動産取得税


	不動産を取得した時における不動産の価格

（備考）

1 土地の取得にあっては10万円未満、家屋の取得のうち、建築に係るものにあっては23万円未満、その他のものにあっては12万円未満の場合は課税されない。

2 住宅に係る控除

(1) 新築住宅
 ア 特例適用住宅を建築した場合

 イ 新築未使用の特例適用住宅を購入した場合
控除される額　　　　　1,200万円
(2) 既存住宅
　以下の全ての要件を満たすもの
1 取得者個人が居住するもの

2 住宅の床面積が50㎡以上240㎡以下であるもの

3 次のいずれかの要件を満たす住宅

(ア)　取得の日前20年（軽量鉄骨造以外の非木造住宅については、25年）以内に新築されたもの。

(イ)　昭和57.1.1以後に新築されたもの
(ウ)　新耐震基準に適合しているもの　

控除される額

新築年月日
控除される額
Ｓ51.1.1
350万円
～Ｓ56.6.30
Ｓ56.7.1
420万円
～Ｓ60.6.30
Ｓ60.7.1
450万円
～Ｈ元.3.31
H元.4.1
1,000万円
～H9.3.31
Ｈ9.4.1～
1,200万円
3宅地及び宅地比準土地の取得が平成21.3.31までに取得した場合については、課税標準を価格の２分の１とする。

(注)　特例適用住宅とは、住宅の床面積(共同住宅等にあっては、一戸当たりの床面積)が50㎡（貸家共同住宅の場合は40㎡）以上240㎡以下であるものをいいます。

　　
	３％

※平成15.3.31以前に土地又は住宅以外の家屋を取得した家屋はを取得した場合は４％、住宅以外の家屋を平成18.4.1～平成20.3.31までに取得したときは、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３．５％
１　平成16.4.1から平成20.3.31までの間に、一定の住宅用の土地を取得した場合には、税額を減額する。

(1) 次のア又はイのうちどちらか高い方の額を土地の税額から減額する。

ア 45,000円

イ 土地１㎡当たりの価格

×（住宅の床面積×2）×3％
     200㎡を限度

(2) 減額が適用される場合

ア　土地の取得後3年以内に、その土地の上に特例適用住宅が新築された場合（ただし、いずれかの場合に限ります）

 (ア) 土地を取得した者がその土地を特例適用住宅の新築の時まで引き続き所有している場合
(イ) 土地を取得した者がその土地を譲渡しており、直接その土地の譲渡を受けた者が特例適用住宅を新築した場合

イ　特例適用住宅の新築後１年以内にその土地を取得した場合

ウ　新築未使用の特例適用住宅及びその土地をその住宅の新築後１年以内に取得した場合

エ　土地の取得後１年以内にその土地の上にある自己の居住の用に供する新築未使用の特例適用住宅又は既存住宅を取得した場合

オ　自己の居住の用に供する新築未使用の特例適用住宅又は既存住宅の取得後１年以内にその土地を取得した場合

２ 産業集積促進税制

(1) 対象不動産等
　ア 軽減対象
産業集積促進地域の公示日から平成22.3.31までの間に行われた対象不動産の取得
　イ　第一種対象不動産

(ア) 対象家屋：第一種産業集積地域内で新築した家屋（住宅を除く。対象期間中に建築の着手があった場合に限る）

(イ) 対象土地：対象家屋の敷地となる土地（取得の日の翌日から1年以内に建設の着手があった場合に限る）
　ウ　第二種対象不動産

(ア) 対象家屋：第二種産業集積地域内で取得した工場、研究所等の家屋（住宅を除く。家屋を建築した場合は、対象期間中に建設の着手があった場合に限る）
(イ) 対象土地：対象家屋の敷地となる土地（取得の日の翌日から1年以内に建設の着手又は取得が行われた場合に限る）
(2) 対象者

　自己の事業（風俗営業等及び風俗営業等に利用させる目的で不動産を貸し付ける事業を除く。）の用に供するために対象不動産を取得した者のうち、市町村の優遇措置を受けたもの
(3) 軽減額

対象不動産の取得に係る不動産取得税の２分の１相当額（上限：２億円）

(4) 産業集積促進地域（平成19年度現在）

泉南市りんくうタウン南・中地区　他18地域

	
	納税通知書に定める期日

	ゴルフ場利用税
	
	等級税率

一人１日
１級
1,200円


２級
1,150円


３級
1,000円


４級
800円


５級
650円


６級
450円


７級
350円
	
	前月分を毎月15日まで

	自動車税
	(1) 乗用車（三輪の小型自動車を除く。）

総排気量

・１㍑以下

　　～
・６㍑超

・電気自動車

(注)ロータリーエンジン車については、「単室容積×ローター数×1.5」

により算出した数値により総排気量を区分する。
	営業用
	自家用
	平成19年４月１日
	５月１日～５月31日

賦課期日後、翌年２月末日までの間に納税義務が発生した場合は、月割税額を登録等の申請の際、証紙徴収の方法により徴収する。



	
	
	年額
7,500円

　　　　　　　　　　～

〃
40,700円

〃
7,500円


	年額
29,500円

　　　　　　　　　　　～
〃
111,000円

〃
29,500円

	
	

	
	(2) [トラック]（特種用途車で貨物の積載を主とするものを含み、三輪の小型自動車を除く。）

最大積載量

１トン以下

　～
７トン超８トン以下
８トン超

	営業用
	自家用
	
	

	
	
	年額
6,500円

　　　　　　　　　　～
〃
29,500円

年額29,500円に最大積載量が8トンを超える部分1トンまでごとに、4,700円を加算した額
	年額
8,000円

　　　　　　　　　　～
〃
40,500円

年額40,500円に最大積載量が8トンを超える部分1トンまでごとに、6,300円を加算した額
	
	

	
	[けん引自動車]

小型自動車であるもの

普通自動車であるもの

[被けん引車]

小型自動車であるもの

普通自動車であるもの

最大積載量８トン以下
〃８トン超
	年額
7,500円

〃
15,100円

年額
3,900円

〃
7,500円

年額7,500円に最大積載量が8トンを超える部分１トンまでごとに3,800円を加算した額
	年額
10,200円

〃
20,600円

年額
5,300円

〃
10,200円

年額10,200円に最大積載量が8トンを超える部分1トンまでごとに5,100円を加算した額
	
	

	
	[貨物兼乗用車]

最大乗車定員が４人以上で乗用車に準ずるものは、[トラック]の年額に次の額を加算した額

総排気量
	
	
	
	

	
	・１㍑以下

・１㍑超1.5㍑以下

・1.5㍑超

・電気自動車
	年額
3,700円

〃
4,700円

〃　　
6,300円

〃　　
3,700円
	年額
5,200円

〃　　
6,300円

〃　　
8,000円

〃　　
5,200円

	
	

	
	(3)三輪の小型自動車

最大積載量１トン以下

〃１トン超

けん引自動車
	営業用
	自家用
	
	

	
	
	年額
4,500円

〃
6,800円

〃
3,900円
	年額
6,000円

〃
9,000円

〃
5,300円
	
	

	
	(4)バス（三輪の小型自動車を除く。）

乗車定員

30人以下

　　～
80人超
	営業用
	自家用
	
	

	
	
	一般乗合用
	その他
	
	
	

	
	
	年額

12,000円

　　～
29,000円
	年額

26,500円

　　～
64,000円
	年額
33,000円

　　　　　　　　　　～
〃
83,000円

	
	

	
	(5)特種用途車（三輪の小型自動車又は貨物の積載を主とするものを除く。）

[キャンピング車]

総排気量

・１㍑以下

　　　～
・６㍑超

[キャンピング車以外]

普通自動車

・霊きゅう車

・その他の車

小型四輪車
	営業用
	自家用
	
	

	
	
	―

～
―

年額
10,100円

〃
21,700円

〃
9,000円
	年額　23,600円

　　　　　　～
〃　　88,800円

―

年額
29,600円

〃
12,200円
	
	

	
	(6)グリーン化税制

[環境負荷の小さい自動車]

平成18・19年度に新車新規登録された以下の自動車について、翌年度税率が軽減

・電気自動車、天然ガス車及びメタノール車

・「燃費基準＋20％以上達成車」かつ「平成17年度排出ガス基準値より75％以上性能がよい」自動車

・「燃費基準＋10％以上達成車」かつ「平成17年度排出ガス基準値より75％以上性能がよい」自動車

[環境負荷の大きい自動車]

・新車新規登録から11年経過しているディーゼル車

・新車新規登録から13年経過しているガソリン車

（電気自動車、天然ガス車、メタノール車、一般乗合用バス及び被けん引車を除く。）
	税率より

概ね50％軽減

税率より

概ね25％軽減

税率より

概ね10％重課
	
	

	鉱区税
	鉱区の面積


	(1)  砂鉱を目的としない鉱業権の鉱区

試掘鉱区面積100アールごと   年200円

採掘鉱区面積100アールごと　  年400円
(2)  砂鉱を目的とする鉱業権の鉱区

面積100アールごと 　年200円

(3)  石油又は可燃性天然ガスを目的とする鉱業権の鉱区　
(1)の税率の３分の２


	平成19年

４月１日


	５月１日～５月31日



	固定資産税
	大規模償却資産の価格のうちその大規模償却資産が所在する市町村の課税限度額を超える部分の金額


	1.4％
	平成19年

1月1日


	第１期分

4月1日～4月30日

第２期分

7月1日～7月31日

第３期分

12月1日～12月25日

第４期分

2月１日～２月末日

	自動車

取得税


	自動車の取得価額

（備考）

(１)取得価額が50万円以下である自動車の取得に対しては、課税されない。

(2)一定の基準を満たす低燃費自動車については、当該自動車の取得が平成18年4月1日から平成20年3月31日までの間に行われたときに限り、取得価額から次の額を控除して得た額とする。

①燃費基準＋20％以上達成かつ平成17年排出ガス基準より75％以上性能のよい自動車

･･･30万円控除

②燃費基準＋10％以上達成かつ平成17年排出ガス基準より75％以上性能のよい自動車

･･･15万円控除

取得価額に対し    営業用自動車・軽自動車
3％
                  自家用自動車

5％
以下の自動車を取得した場合は、軽減税率が適用されます。
	
	(1)新規登録、新規検査又は使用の届出の時まで

(2)移転登録すべき事由があった日から16日以内

(3)自動車検査証又は軽自動車届出済証の記入を受けるべき事由のあった日から16日以内

(4)その他、取得の日から16日以内

	
	区分
	取得日
	営・軽
	自
	
	

	
	電気自動車
	H19.4.1-

H21.3.31
	％
	％
	
	

	
	天然ガス自動車
	車両総重量3.5ｔ超（H17年度排出ガス基準値よりNOx+10%低減達成）
	
	0.3
	2.3
	
	

	
	
	車両総重量3.5ｔ以下（H17年度排出ガス基準値より75%以上性能がよいもの）
	
	
	
	
	

	
	ハイブリッド自動車
	バス・トラック
	車両総重量3.5ｔ以下（「燃費基準+20%以上達成」かつ「H17年度排出ガス基準値より75%以上性能がよい」もの）
	H19.4.1-

H21.3.31
	
	
	
	

	
	
	
	車両総重量3.5ｔ超

（排出ガス・燃費要件なし）
	H19.4.1-

H19.8.31
	
	
	
	

	
	
	
	車両総重量3.5ｔ超（「H27年度重量車燃費基準達成」かつ「H17年度排出ガス基準値よりNOx又はPMを10%低減達成」）
	H19.9.1-

H21.3.31
	
	
	
	

	
	
	バス・トラック以外
	車両総重量3.5ｔ以下（「燃費基準+20%以上達成」かつ「H17年度排出ガス基準値より75%以上性能がよい」もの）
	H19.4.1-

H20.3.31
	1.0
	3.0
	
	

	
	
	
	
	H20.4.1-

H21.3.31
	1.2
	3.2
	
	

	
	
	
	車両総重量3.5ｔ超

（排出ガス・燃費要件なし）
	H19.4.1-

H19.8.31
	1.0
	3.0
	
	

	
	
	
	車両総重量3.5ｔ超（「H27年度重量車燃費基準達成」かつ「H17年度排出ガス基準値よりNOx又はPMを10%低減達成」）
	H19.9.1-

H20.3.31
	
	
	
	

	
	
	
	
	H20.4.1-

H21.3.31
	1.2
	3.2
	
	

	
	NOx・PM法特定地域内廃車代替特例
	H19.4.1-

H21.3.31
	1.8
	3.8
	
	

	
	大型ディーゼル車特例（総重量が3.5tを超えるディーゼルトラック・バス等）
	「H27年度重量車燃費基準達成」かつ「H17年度排出ガス基準値より10%以上性能のよい」もの）
	H18.4.1-

H20.3.31
	1.0
	3.0
	
	

	
	
	「H27年度重量車燃費基準達成」かつ「H17年度排出ガス基準達成車」
	
	2.0
	4.0
	
	

	
	
	
	

	軽油引取税
	(1)特約業者又は元売業者から現実の納入を伴って引き取った軽油の数量

(2)石油製品販売業者が販売した混和軽油の数量

(3)元売業者、特約業者又は石油製品販売業者が自動車の内燃機関の燃料として販売した燃料炭化水素油の数量

(4)自動車の保有者が自動車の内燃機関の燃料として消費した炭化水素油の数量

(5)特別徴収義務の消滅した者が所有している未課税軽油の数量

(6)特約業者、元売業者等がみなす課税の対象となる自己消費、譲渡又は輸入をした軽油の数量

（注）(2)、(3)及び(4)において、製造等については知事の承認を受けている場合は、課税済分を除く。
	１キロリットルにつき
32,100円


	
	(1)前月分を毎月末日まで　　

(2)免税軽油を譲渡した場合又は免税用途以外に消費した場合は譲渡又は消費した日から30日以内

(3)特約業者及び元売業者以外の者が軽油を輸入した場合は、その軽油の輸入の時まで

	狩猟税
	
	第一種銃猟（＊１）

　１　府民税の所得割額の納付を要する人

　２　１の人の控除対象配偶者又は扶養親族

16,500円

　３　府民税の所得割額の納付を要しない人

　４　３の人の控除対象配偶者又は扶養親族

　５　２の人のうち、農林水産業に従事している人

11,000円

網猟又はわな猟（＊２）

　６　府民税の所得割額の納付を要する人

　７　６の人の控除対象配偶者又は扶養親族

8,200円

　８　府民税の所得割額の納付を要しない人

　９　８の人の控除対象配偶者又は扶養親族

 10　９の人のうち、農林水産業に従事している人

5,500円

第二種銃猟（＊３）

5,500円

（＊１）　第一種銃猟・・・装薬銃

（＊２）　網猟・・・あみ、わな猟・・・わな

（＊３）　第二種銃猟・・・空気銃

（注）　第一種銃猟免許登録を受けた者が空気銃を使用する場合は、非課税となります。
	狩猟者の

登録を

受けた日


	


